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平成 30年 5月 14日     

 
各 位 

 
会社名   ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社   

代表者名  代表取締役会長   森  捷三  

        （JASDAQ・コード番号 9610）             

問合せ先 執行役員グローバルコーポレート本部 本部長  

渡壁 淳司                                                                      

電話番号   03-6381-0234                              
 
 

 
株式会社日本経済新聞社との資本提携の解消と業務提携の継続 
及び主要株主とその他の関係会社の異動に関するお知らせ 
 

 
 
当社は、平成 30年５月 14日に開催した取締役会で、株式会社日本経済新聞社（以下、日本経済新聞

社）との資本提携の解消を決議しましたので、お知らせします。なお両社は今後とも業務提携を継続す
ることで合意しております。 
これに伴い、同社は主要株主及びその他の関係会社に該当しない見込みとなりましたので、併せて下

記のとおりお知らせいたします。 
 

記  
 
Ⅰ.資本提携の解消と業務提携の継続 
 
１． 資本提携解消の理由について 

当社は平成 25年３月、日本経済新聞社と資本・業務提携を締結し、企業人向けの人材育成事業分野での
協業を進めてきました。とりわけ、日本経済新聞社の編集委員を講師とし、当社のプログラムと組み合わ
せた新たな企画は、ご好評をいただいています。こうした効果から、平成 30年３月期の国内単体決算は、
２ケタの増収で、５期ぶりに営業黒字を計上することができました。 
しかしながら、グローバル事業での提携効果が当初の想定ほど得られていないことなどを理由に日本経済
新聞社から、資本提携先としては見直したい旨、申し出があり両社で合意いたしました。 
業務提携につきましては、国内事業において一定の成果が出ておりますことから、新たに契約を行い継続
することで合意をしております。 
 

２． 資本提携解消の内容 
日本経済新聞社は平成 30年５月 14日現在、当社株式 773,300株（発行済み株式総数に対する割合 15.0％）
を保有しておりますが、そのうちの 412,400株（同 8.0％）を当社代表取締役会長の森捷三が代表取締役
をしております、サンウッド株式会社（本社神戸市東灘区）に譲渡することで本日合意いたしました。 
日本経済新聞社は残る 360,900株（同 7.0％）を保有する一般株主となります。 
 

３． 業務提携契約の再締結について 
当社は本日、平成 25年３月 19 日付で締結した資本・業務提携契約を解消いたしましたが、先に述べまし
たとおり本日付で業務提携契約を新たに締結しました。業務提携の内容は従来と同様で、両社で人材育成
に関する協業を引き続き進めてまいります。 
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４． 資本提携解消の相手先の概要                     （平成 29年 12月 31日現在） 

（1）名称 株式会社日本経済新聞社 

（2）所在地 東京都千代田区大手町一丁目 3番 7 号 

（3）代業者の役職・ 

氏名 

代表取締役社長 岡田 直敏 

（4）事業内容 新聞を中核とする事業持ち株会社。雑誌、書籍、デジタルメディア、データベー

スサービス、速報、電波、映像、経済・文化事業などを展開 

（5）資本金 2,500 百万円 

（6）設立年月日 1911年（明治 44年）8月 

（7）大株主及び持株比

率（平成 29年 12 月 31

日現在） 

日本経済新聞共栄会   7.16％ 

日本経済新聞福祉会   4.12％ 

（8）上場会社と当該会

社との間の関係 

 

 

 

資本関係・人的関係・ 

取引関係 

当社は、当該会社と研修講師の委託等の取引関係があ

ります。 

当該会社は、当社株式 773,300株（発行済み株式総数

に対する割合 15.00％）を保有しております。 

当該会社より 2 名が代表取締役、専務取締役として、

また1名が社外取締役として当社に派遣されておりま

す、及び 1名が当社の社外監査役を務めております。 

 

関連当事者への該当状況 当該会社は当社の主要株主及びその他の関係会社で

あり、関連当事者に該当します 

（9）当該会社の最近 3年間の連結経営成績及び連結財務諸表 

決算期 平成 27年 12月期 平成 28年 12月期 平成 29年 12月期 

連結純資産 302,063百万円 274,061百万円 296,437百万円 

連結総資産 632,460百万円 594,215百万円 597,087百万円 

1 株当たり連結純資産 11,227.65円 10,094.15円 10,935.23円 

連結売上高 303,758百万円 358,976百万円 358,224百万円 

連結営業利益 15,870百万円 9,909 百万円 10,522百万円 

連結経常利益 18,603百万円 11,805百万円 13,050百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

10,148百万円 3,778 百万円 6,462 百万円 

1 株当たり連結当期 

純利益 

405.94円 151.15円 258.51円 

1 株当たり配当金 15.00 円 15.00 円 15.00 円 
 
 

５． 日程 
（１）取締役会決議  平成 30年５月 14日 
（２）資本提携解消日  平成 30年５月 14日 
（３）新業務提携締結日 平成 30年５月 14日 
 

６． 今後の見通し 
本資本提携の解消が業績に与える影響につきましては、今後開示すべき事項が生じた場合、適時・適切に
開示いたします。 
 

７． その他 
本日付で、併せて以下の開示も行っておりますのでご参照ください 
 
-代表取締役及び役員の異動に関するお知らせ 
-平成 30 年３月期決算短信[日本基準]（連結） 
-個別業績の前期実績値との差異に関するお知らせ 
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Ⅱ.主要株主及びその他の関係会社の異動 
 
1. 異動が生じた経緯 

日本経済新聞社は、当社株式773,300株（発行済み株式総数に対する割合15.0％）を保有しておりますが、

上述「Ⅰ．資本業務提携の解消」のとおり、資本提携の解消により、そのうちの412,400株（同8.0％）を

当社代表取締役会長の森捷三が代表取締役をしております、サンウッド株式会社（本社神戸市東灘区 以

下サンウッド）に市場外の相対取引によって譲渡する予定です。これに伴い、日本経済新聞社は、5月28

日（月）予定の取引をもって持分が7.0％に減少し、主要株主及びその他の関係会社に該当しないことと

なる見込みです。 

サンウッドは、当社株式338,360株（発行済み株式総数に対する割合6.5％）を保有しており、上記取引の

結果、当社株式750,760株（発行済み株式総数に対する割合14.5％）となり、主要株主となる見込みです。 

 

２．主要株主及びその他の関係会社に該当しないこととなる日本経済新聞社の概要 

上述「Ⅰ．３．資本業務提携解消の相手先の概要」をご参照ください。 

 

３．主要株主に該当することとなるサンウッドの概要  （平成29年12月31日現在） 

（1）名称 サンウッド株式会社 

（2）所在地 兵庫県神戸市東灘区西岡本二丁目７番２－１１２１号 

（3）代業者の役職・ 

氏名 

代表取締役 森 捷三 

（4）事業内容 不動産賃貸業 

（5）資本金 １0百万円 

（6）設立年月日 昭和 39年 11月 5日 

（7）大株主及び持株比

率（平成 29年 12 月 31

日現在） 

森 捷三 100％ 

（8）上場会社と当該会

社との間の関係 

 

 

 

資本関係・人的関係・ 

取引関係 

当社は、当該会社と取引関係はございません。 

当該会社は、当社株式 338,360株（発行済み株式総数

に対する割合 6.5％）を保有しております。 

当該会社の代表取締役が、当社の代表取締役会長を務

めております。 

 

関連当事者への該当状況 関連当事者に該当します。 

 

４．異動前後における日本経済新聞社、サンウッドの所有する議決権の数（所有株式数）および総株主の議決

権の数に対する割合 

 

日本経済新聞社 

議決権の数 
（所有株式数） 

総株主の議決権の 
数に対する割合※1 

 
大株主順位※2 

異 動 前 
（平成30年5月28日取引前） 

7,733個 

（773,300株） 

 

15.0％ 

 

2位 

異 動 後 
（平成30年5月28日取引後） 

3,609個 

(360,900株) 

 

7.0％ 

 

3位 

 

 

サンウッド 

議決権の数 
（所有株式数） 

総株主の議決権の 
数に対する割合※1 

 
大株主順位※2 

異 動 前 
（平成30年5月28日取引前） 

3,383個 

（338,360株） 

 

6.5％ 

 

3位 

異 動 後 
（平成30年5月28日取引後） 

7,507個 

(750,760株) 

 

14.5％ 

 

2位 
※ 上記、「総株主の議決権の数に対する割合」は、平成30年3月31日現在の議決権数を基準としております。 

議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数は2,838株です。  

平成30年3月31日現在の発行済株式総数 5,154,580株  

※ 大株主順位は平成30年3月31日現在の株主名簿に当異動等を考慮したものです。  
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５．異動予定年月日  

平成30年5月28日（月）  

 

６．今後の見通し  

当異動による平成30年3月期の当社連結業績への影響はありません。  
なお、当資本業務提携解消による業績への影響につきましては、上述「Ⅰ．６．今後の見通し」を 
ご参照ください。 

 
 

以上 


